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令和５年度マンション総合調査結果からみたマンション居住と管理の現状 
 

１．マンション居住の状況 

（１）世帯主の年齢 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、７０歳以上の割合が増加する一方、４０歳代以下の割合
が減少している。平成１５年度から令和５年度の変化をみると、６０歳代、７０歳以上の割合が増加、５
０歳代以下の割合が減少しており、居住者の高齢化の進展がうかがわれる。 

 
令和５年度における完成年次別内訳をみると、完成年次が古いマンションほど７０歳以上の割合が

大きくなっており、昭和５９年以前のマンションにおける７０歳以上の割合は５５．９％となっている。 
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（２）賃貸戸数割合 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、賃貸住戸のあるマンションの割合は増加しており、７７．
８％となっている。そのうち、戸数割合が０％超～２０％のマンションの割合は６２．３％と増加している
一方で、２０％超のマンションの割合は１５．５％と減少している。 

 

令和５年度における完成年次別内訳をみると、完成年次が古いマンションほど賃貸住戸があるマ
ンションの割合が大きくなる傾向がある。 
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（３）空室戸数（３ヶ月以上）割合 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、空室があるマンションの割合は減少しており、３４．０％と
なっている。そのうち、空室戸数割合０％超～２０％のマンションの割合は３３．２％に、空室戸数割合
が２０％超のマンションは０．８％に、ともに減少している。 

 

令和５年度における完成年次別内訳をみると、完成年次が古いマンションほど空室があるマンショ
ンの割合が大きくなる傾向がある。 
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（４）空室のうち、所有者が不明・未連絡の戸数割合 

※所在不明・連絡先不通とは、組合員（区分所有者）名簿により所有者が直ちに判明しておらず、
又は判明していても所有者に連絡がつかないもの 

所在不明・連絡先不通の空室があるマンションの割合は３．３％となっている。 

 
 

令和５年度における完成年次別内訳をみると、完成年次が古いマンションほど所在不明・連絡先
不通の住戸があるマンションの割合が大きくなる傾向がある。 
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（５）現在の永住意識 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、マンション居住者の永住意識は減少しており、令和５年度
は６０．４％の区分所有者が「永住するつもりである」としている。 
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（６）マンション購入の際に考慮した項目 

マンション購入の際に考慮した項目は、駅からの距離など交通利便性が７１．６％と最も多く、次い
で、間取りが６１．４％、日常の買い物環境が５３．５％など、生活環境に関する項目で半数を超えて
いた。一方、管理運営に関する、共用部分の維持管理状況は１２．０％だった。 

 

注）「築年数」は令和 5 年度調査で新規追加。 
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２．マンション管理の状況 

（１）長期修繕計画の作成状況 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、長期修繕計画を作成している管理組合の割合は減
少し、令和５年度は８８．４％となっている。 

 

 

（２）２５年以上の長期修繕計画に基づいて修繕積立金を設定している割合 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、計画期間２５年以上の長期修繕計画に基づいて修繕積
立金の額を設定しているマンションの割合は増加し、令和５年度は５９．８％となっている。 
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（３）現在の修繕積立金の額／月／戸当たり 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、月／戸当たりの修繕積立金の額、使用料等からの充当
額を含む修繕積立金の総額ともに増加しており、令和５年度の月／戸当たりの修繕積立金の額の平
均は１３，０５４円、駐車場使用料等からの充当額を含む修繕積立金の総額の平均は１３，３７８円と
なっている。 

 
 

令和５年度における完成年次別内訳をみると、平成２７年以降のマンションの月／戸当たり修繕積
立金の額の平均は全体の平均を下回っている。 
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（４）現在の修繕積立金の積立方式 

現在の修繕積立金の積立方式は、均等積立方式が４０．５％、段階増額積立方式が４７．１％とな
っている。完成年次別内訳をみると、完成年次の新しいマンションほど段階増額積立方式となってい
る割合が大きい。 

 

 

（５）長期修繕計画上と実際の修繕積立金積立額の差 

計画上の修繕積立金の積立額と実際の修繕積立金の積立額の差は、実際の積立額が計画に比
べて不足しているマンションが３６．６％となっている。そのうち、不足の割合が２０％超のマンションが
１１．７％になっている。 
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（６）長期修繕計画の見直し時期 

長期修繕計画の見直し時期は、「５年ごとを目安に定期的に見直している」が６３．２％、「修繕工事
実施直前に見直しを行っている」が９．４％、「修繕工事実施直後に見直しを行っている」が９．９％と
なっている。一方、見直しを行っていないマンションの割合は３．７％となっている。 
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（７）耐震診断実施の有無及びその結果、及び耐震性がないと判定されたマンションの耐震改修の実

施の有無 

旧耐震基準に基づき建設されたマンションのうち耐震診断を行ったマンションは３１．６％となって
おり、そのうち「耐震性があると判断された」割合は５４．２％であった。また、「耐震性がないと判断さ
れた」マンションのうち、「耐震改修を実施する予定はない」割合は２５．０％であった。 
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まだ実施していないが

今後実施する予定

29.2%

実施する

予定はない

25.0%

耐震性がないと判定されたマンションの耐震改修の実施の有無 N=24
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（８）電気自動車充電設備の設置状況（新規追加項目） 

電気自動車充電設備が設置されているマンションは５．７％、設置されていないマンションは９０．
７％であった。 

 

 

（９）置き配の実施状況（新規追加項目） 

置き配に関するルールを決めていないマンションは、８６．０％、置き配に関する管理規約又は使
用細則に置き配を規定し、置き配を全面禁止としているマンションションは２．５％であった。 

 

  

１台

1.7%

２～４台

2.1%
５～９台

1.2%

10台以上

0.6%

ない

90.7%

不明

3.6%

電気自動車充電設備の設置状況 N=1,589

5.7％

管理規約又は使用細則に

置き配を規定し 管理組合への

届出も不要としている

2.9%

管理規約又は使用細則に置き配を規定し 

置き配は原則禁止だが 届け出た区分所有者に

限り許容している

0.8%

管理規約又は使用細則に置き配を規定し 

置き配を全面禁止としている

2.5%

特にルールを決めていない

86.0%

不明

7.8%

置き配の実施状況 N=1,589
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（１０）宅配ボックスの設置状況（新規追加項目） 

宅配ボックスが設置されているマンションは、「竣工当初から設置されている」の４９．２％、「後から
設置した」の８．２％を合わせて５７．５％であった。一方、「設置の検討はしていない」が２５．３％、
「設置を検討したが検討できなかった」が５．９％、「設置を検討している」が４．５％であった。 

 

 

宅配ボックスの設置台数は、「５～９台」が３６．１％と最も多く、次いで「１０～１４台」が３４．９％、
「２０台以上」が１５．２％となっている。 

 

  

竣工当初から

設置されている

49.2%

後から設置した

8.2%

設置を検討している

4.5%

設置を検討したが

設置できなかった

5.9%

設置の検討はしていない

25.3%

不明

6.9%

宅配ボックスの設置状況 N=1,589

57.5％

～４台

4.9%

５～９台

36.1%

10～14台

34.9%

15～19台

9.0%

20台以上

15.2%

宅配ボックスの設置台数 N=843
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（１１）老朽化対策についての議論の有無、及び議論の方向性 

マンションの老朽化問題についての対策の議論を行い、建替え・解体等又は修繕・改修の方向性
が出た管理組合は１３．３％となっている。一方、議論は行ったが方向性が出ていない管理組合は１
２．５％、議論を行っていない管理組合の割合は６６．１％であった。 

 

議論を行っていない

66.1%

不明

8.1%

老朽化対策についての議論の有無、及び議論の方向性 N=1,589

建替え 解体等の方向で議論し 

具体的な検討をした

0.1%
修繕 改修の方向で議論し 

具体的な検討をした

11.3%

建替え 解体等 修繕 改修の

両方で議論し 建替え 解体等で

具体的な検討をした

0.3%

建替え 解体等 修繕 改修の

両方で議論し 修繕 改修で

具体的な検討をした

1.6%

議論はしたが 

具体的な検討をするに

至っていない

11.2%

方向性は不明

1.3%

13.3%

12.5%
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３．管理組合の運営等 

（１）管理者の選任 

令和５年度の管理者の選任状況をみると、９２．１％が区分所有者の管理組合の代表者（理事長）
であり、区分所有者以外の第三者が管理者となっているマンションは３．７％となっており、平成３０年
度と比べると、減少している。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）「マンション管理士」は令和 5 年度調査で新規追加。 

 
 

（２）外部専門家の活用状況 

外部専門家を活用しているマンションは４１．４％であり、活用した専門家は、建築士が１５．６％と
最も多く、次いで弁護士が１４．５％、マンション管理士が１３．８％となっている。 

  
 

注）「行政書士」は令和 5 年度調査で新規追加。  

15.6 15.2
13.0

4.0 2.7 1.3

13.9

3.1

55.0

3.2

15.6
14.5 13.8

4.3 2.7 1.1 1.1

13.8

3.3

53.3

5.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

建
築
士

弁
護
士

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士

税
理
士

司
法
書
士

公
認
会
計
士

行
政
書
士

管
理
業
務
主
任
者

そ
の
他

活
用
し
た
こ
と
が
な
い

不
明

％ 外部専門家の活用状況

平成30年度

N=1,688

令和5年度

N=1,589
（重複回答）

3.7％ 

87.6

0.3 1.2
6.0

0.4
4.6

92.1

0.3 0.5 3.5 0.1 0.1 3.4

0

20

40

60

80

100

管
理
組
合
の
代
表
者

管
理
組
合
の
代
表
者
（理
事
長
）

以
外
の
区
分
所
有
者

管
理
者
を

選
任
し
て
い
な
い

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
業
者

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士

そ
の
他

不
明

管理者の選任

平成30年度

N=1,406

令和5年度

N=1,360
（重複回答）

※管理組合法人を除く

％

3.7%

※活用したことがある（４１．４％） 

  次ページへ 
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（３）外部専門家の選任理由、及び外部専門家の活用方法 

外部専門家を選任している理由としては、大規模修繕等の実施が４７．４％と最も多く、次いで知
識・ノウハウの不足が３２．７％、管理費の滞納等への法的措置が３０．５％、管理の適正化が２８．
６％となっている。また、活用方法は単発のコンサルティング業務が６５．２％と最も多く、外部役員の
就任（理事長等への就任）は５．６％であった。 

  

65.2

22.2

5.6

17.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

単
発
の

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
業
務

顧
問
契
約

外
部
役
員
と
し
て

理
事
長
等
に
就
任

無
回
答

％ 外部専門家の活用方法

（重複回答）

N=658

（429件）

（146件）
（117件）

（37件）

32.7

47.4

2.6 6.1 5.9 4.3

0.5

30.5

3.2 4.3

28.6

16.1

3.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
不
足

大
規
模
修
繕
等
の
実
施

建
替
え
等
の
検
討

役
員
の
な
り
手
不
足

区
分
所
有
者
の
高
齢
化

区
分
所
有
者
の
無
関
心

賃
貸
化
の
進
行

管
理
費
の
滞
納
等
へ
の
法
的
措
置

区
分
所
有
者
間
で
の
紛
争
の
多
発

購
入
時
か
ら

管
理
者
が
選
任
さ
れ
て
い
た

管
理
の
適
正
化

そ
の
他

不
明

％ 外部専門家の選任理由 N=658

（重複回答）



17 

（４）外部役員についての検討状況、及び外部役員の選任を検討する理由 

外部役員についての検討状況は、検討している又は将来必要となれば検討したい意向をもつマン
ションが３４．６％となった。検討理由は、区分所有者の高齢化が４２．７％と最も多く、次いで役員の
なり手不足が４２．３％となった。 

 

将来的に

必要となれば

検討したい, 33.6%

必要がないので

検討しない, 33.8%

分からない, 28.9%

無回答, 2.7%

外部役員についての検討状況
N=847

検討している, 0.9%

34.6%

23.9

18.1

6.8

42.3 42.7

13.7

6.8 6.1 2.4
0.3

18.1

4.1

18.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

知
識
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
不
足

大
規
模
修
繕
等
の
実
施

建
替
え
等
の
検
討

役
員
の
な
り
手
不
足

区
分
所
有
者
の
高
齢
化

区
分
所
有
者
の
無
関
心

賃
貸
化
の
進
行

管
理
費
の
滞
納
等
へ
の
法
的
措
置

区
分
所
有
者
間
で
の
紛
争
の
多
発

購
入
時
か
ら
管
理
者
が
選
任
さ
れ
て
い
た

管
理
の
適
正
化

そ
の
他

無
回
答

％
外部役員の選任を検討する理由 N=293

（重複回答）
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（５）管理組合の大規模災害への対応状況 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、令和５年度で「防災・災害対応策に関する情報を収
集・周知している」と回答した管理組合は、平成３０年度よりも７％近く増加している。また、令和
５年度で「特に何もしていない」と回答した管理組合は１１．６％であり、平成３０年度よりも１
２％近く減少している。 

 

注）「生活用水の供給体制を確保している」は平成30年度調査のみ。 

「消防設備等の点検を実施している」は令和５年度調査で新規追加。 

 

 

11.8 

33.3 

17.2 

5.0 

22.9 

7.8 
5.4 

5.5 

38.9 

3.1 

18.6

37.7

26.9

8.8

25.1

19.0

13.7

8.3

3.9

29.2

4.0

19.2

44.1

20.3

7.1

13.4

30.3

16.4 16.9

8.8

3.1

23.4

4.4

19.1

39.8

69.5

21.6

16.2

30.3

16.6

23.7

1.9

11.6

5.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

災
害
時
の
対
応
マ
ニ
ュ
ア
ル
を

作
成
し
て
い
る

定
期
的
に
防
災
訓
練
を

実
施
し
て
い
る

消
防
設
備
等
の
点
検
を
実
施
し
て
い
る

防
災
用
品
や
医
療
品
･
医
薬
品
を

備
蓄
し
て
い
る

生
活
用
水
の
供
給
体
制
を

確
保
し
て
い
る

非
常
食
や
飲
料
水
を
備
蓄
し
て
い
る

災
害
時
の
避
難
場
所
を

周
知
し
て
い
る

自
主
防
災
組
織
を

組
織
し
て
い
る

防
災
・
災
害
対
応
策
に
関
す
る
情
報
を

収
集
・
周
知
し
て
い
る

防
災
用
名
簿
を
作
成
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
何
も
し
て
い
な
い

不
明

％ 大規模災害への対応状況

平成20年度 平成25年度 平成30年度 令和5年度 （重複回答）

平成20年度：N=2,167 平成25年度：N=2,324 平成30年度：N=1,688 令和5年度：N=1,589
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（６）トラブルの発生状況 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、特にトラブルがないマンションは１６．０％に減少しており
何らかのトラブルを抱えているマンションが増えている。発生したトラブルについては、居住者間のマ
ナーをめぐるトラブルが６０．５％と最も多く、次いで建物の不具合に係るトラブルが３１．７％、費用負
担に係るトラブルが２４．２％となっている。 

 

 

（７）管理費又は修繕積立金の滞納（３ヶ月以上）の有無と滞納住戸割合 

平成３０年度と令和５年度を比較すると、管理費等の滞納が発生しているマンションの割合は増加
しており、滞納が発生していないマンションは６２．１％となっている。 

 

 

79.4 

52.2 

9.7 

28.4 

14.7 

39.4 

13.7 

31.9 

7.1 

63.4 

36.8 

3.8 

18.4 

12.2 

32.0 

9.6 
12.9 

22.3 

55.9 

31.0 

1.9 

12.8 
13.1 

28.0 

8.0 
9.7 

26.9 

55.9

31.1

2.0

8.8
12.6

25.5

5.0
14.5

23.2

60.5 

31.7 

1.2 

10.4 
13.4 

24.2 

8.1 

16.7 
16.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0
％ トラブルの発生状況

平成15年度 平成20年度 平成25年度 平成30年度 令和5年度

平成15年度：N=1,058 平成20年度：N=2,167 平成25年度：N=2,324 平成30年度：N=1,688 令和5年度：N=1,589

（重複回答）

53.1 48.4 

56.4 

51.9 
56.1 

62.7 62.1 

40.8 

47.6 

25.7 
31.7 

36.1 

24.4
29.2 

0.6 0.7 0.9 0.8 0.7 0.2 0.5 
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

平成5年度

N=980

平成11年度

N=907

平成15年度

N=1,058

平成20年度

N=2,167

平成25年度

N=2,324

平成30年度

N=1,688

令和5年度

N=1,589

％
管理費又は修繕積立金の滞納（３ヶ月以上）の有無と滞納住戸割合

滞納がない管理組合 0%超～10%以下の管理組合 10%超の管理組合
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令和５年度における完成年次別内訳をみると、完成年次が古いマンションほど管理費等の滞納が
あるマンションの割合が大きくなる傾向がある。 

 

 

0.3 

0.8 

0.5 

0.3 

0.6 

43.2 

33.5 

28.3 

24.9 

15.0 

50.0 

59.9 

65.5 

64.4 

72.5 

6.5 

5.8 

5.7 

10.5 

12.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

昭和59（1984）年以前

(N=308)

昭和60～平成６年

（1985～1994）年

(N=257)

平成７～平成16年

（1995～2004）年

(N=438)

平成17～平成26年

（2005～2014）年

(N=362)

平成27（2015）年以降

(N=167)

管理費又は修繕積立金の滞納（３ヶ月以上）の有無と滞納住戸割合（完成年次別・令和５年度）

10%超の管理組合 0%超～10%以下の管理組合 滞納がない管理組合 不明

（完成年次）


